
長野県住宅供給公社ゼロエネ住宅助成金交付事業

住宅供給公社の分譲地に住宅を新築し、

長野県から信州健康ゼロエネ住宅助成金の交付を受ける方に、

住宅供給公社からもさらに

２０万円
助成金を交付します‼

対象者

・公社と宅地売買契約を締結した際の契約当事者、
または助成金申請時に契約当事者と同居している者

・宅地の引受け後３年以内に住宅の建設が完了する者

・長野県が定める「信州健康ゼロエネ住宅助成金」の
交付を受ける者

※上記全てに該当する者

※信州健康ゼロエネ住宅とは、信州の恵まれた自然環境と森林資源を活かし、資源や経済な
どの地域内循環を考慮した2050ゼロカーボンに資する質の高い快適で健康的な木造住宅のこ
とを指します。

長野県による信州健康ゼロエネ住宅助成金の詳しい内容については、長野県のホームペー
ジでご確認ください。

長野県住宅供給公社
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長野県住宅供給公社ゼロエネ住宅助成金交付要綱 
 

                               令和４年 10月 18日 

                               制        定 

 

（趣旨） 
第１ この要綱は、長野県住宅供給公社（以下、「公社」という。）が分譲する宅地
を購入した者が、当該宅地に信州健康ゼロエネ住宅を建設した場合に助成金を交
付することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（助成対象者） 
第２ 助成対象となる者は、次の全てに該当する者とする。 
(1) 公社と宅地売買契約を締結した際の契約当事者、または本助成金申請時点

において契約当事者と同居となっている者で、当該宅地引受け後３年以内に
自ら居住する住宅の建設を完了した者 

(2) 長野県が定める信州健康ゼロエネ住宅助成金交付要綱第３の規定に該当し、
同要綱第 12の助成金の額が確定している者 

 

（助成金の額） 
第３ 助成金の額は２００，０００円とする。 
 

（助成金の交付申請） 
第４ 助成金の交付の申請をしようとする者は、長野県住宅供給公社ゼロエネ住宅
助成金交付申請書(様式第 1号)を公社に提出するものとする。 

 

（交付の決定） 

第５ 公社は、第４に基づく助成金交付申請があったときは、当該申請に係る書類
等の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、助成金を交付すべきものと認
めたときは、交付の決定をする。 

 

（助成金の交付請求） 
第６ 助成金の交付を請求しようとする者は、長野県住宅供給公社ゼロエネ住宅助
成金請求書(様式第 3号)を公社に提出するものとする。 

 

（交付決定の取消し） 
第７ 助成金の申請者が不正の手段により交付決定を受けたことが判明した場合、
公社は交付の決定を取消すものとする。 

 

附  則 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年 10月 18日から施行する。 
 （要綱の失効） 
２ この要綱は、長野県が定める信州健康ゼロエネ住宅助成金交付要綱に基づく助
成金交付事業の終了した日から起算して３年を経過した日以後、最初の３月 31
日にその効力を失う。ただし、失効以前にこの要綱に基づき既になされた交付申
請に係る助成金の交付に関しては、同日以後も、なお、その効力を有する。 

  



（様式第 1号） 

 

 長野県住宅供給公社ゼロエネ住宅助成金交付申請書 

 

令和   年   月   日 

 

長野県住宅供給公社 

理事長         様 

 

 

                  住  所 

 

                  氏  名            ㊞ 

 

                  電話番号 

 

 

長野県住宅供給公社ゼロエネ住宅助成金の交付を受けたいので、申請します。 

なお、当申請書及び添付書類に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 

 

 

 

（添付書類） 

 ・宅地売買契約書（写） 

 ・申請対象建物の検査済証（写） 

 ・長野県が定める信州健康ゼロエネ住宅助成金交付要綱に規定する助成金の額を確定す

る通知（写） 

 ・公社分譲地の契約当事者と申請人が異なる場合は、住民票（写） 

  


